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加速度的に成長する東南アジア

◆ 東南アジアの経済規模は、2030年までには日本を上回る見込み。中間層も急増。

出所）IMF、ニッセイ基礎研究所、みずほ銀行産業調査部より作成
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東南アジアにおける状況の変化とその影響

◆ 変化の激しい東南アジアで新事業を成功させるためには、従来の「深化」力だけではなく、「探索」力
が必要。

• 交通渋滞、医療不足、多層化したサプラ
イチェーンなど、様々な社会課題が発生

• 中間層向けサービスの品質のバラつきも
社会問題化

• 消費者行動がモバイルファーストへと変化

• 新しいサービスや技術等が、先進国が歩
んできた技術進展を飛び越えて一気に広
まるリープフロッグ現象の発生

新しいビジネスチャンスは増えているが、事業環境は急速に変化

⇒ 従来の成功をもたらした「深化」ではなく、「探索」の重要性がより高まる

都市化の進展と
それに伴う中間層の増加

急速なデジタル化
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都市化の進展

◆ ASEANでは、都市に人口が集まり、経済発展を促進。
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中間層人口の増加

◆ 結果、多くの国で中間層が拡大し、経済の中心的役割を担っている。
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急速なデジタル化とリープフロッグ現象

◆ 東南アジアではスマホ普及が急速に増え、インターネット利用時間も日本を圧倒的に上回る。その結
果、リープフロッグ現象が発生。

出所）通商白書2020より作成
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東南アジアにおける一部のローカル企業の躍進

◆ 一部のローカル企業は、事業環境の変化に対応し、トップダウンによる素早い意思決定により新事
業を次々と展開しながら継続的に成長を実現。

出所）野村資本市場研究所、「アジアのビジネスモデル」（村山 宏）より作成

新興系テック企業（Grab, Gojek）のサービス展開 財閥系企業の事業展開

2010年

2015年

2020年

• 設立

• GrabTaxi
• GrabCar
• GrabBike

• GrabFood
• GrabPay

• GoRide
• GoFood
• GoPay

• 金融事業拡大

創業期 発展期 拡大・転換期

CP
グループ

リッポー
グループ

ビン
グループ

種子・飼料
(1950年代)

食肉加工
(1960～80年代)

通信・
コンビニ
(1980年代～)

自動車部品
輸入

(1950年代)

銀行
(1960～90年代)

不動産開発・
住宅販売
(1990年代～)

観光/
不動産・住宅

(2000年代)

医療・教育、
小売

(2012～16年)

自動車、EV
(2017年～)• 金融事業拡大

事業環境の変化に応じて事業ポートフォリオを
大胆に変えながら、継続的な成長を実現

社会課題や変容する消費者の嗜好に対応すべく
新サービスを次々とアプリ上で展開

• 設立
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日本企業の組織能力に関する課題

◆ 一般的な多くの日系大企業は、過去の成功体験が足かせとなり従来の組織能力に基づく勝ちパタ
ーンから脱却できず、急速に変化している東南アジアでの新事業創出に苦労している。

• 経済成長及びテクノロジーの変化ス
ピードは安定的

• 主に日本企業との緩やかな競争

• 都市化の進展・中間層人口の増加・
急速なデジタル化

• 外資系/ローカル企業との激しい競争

• 本社で開発された製品/サービスをよ
り高品質、低コストで正確に速く製造/
提供すること

• 現地に対する深い理解に基づいた事
業機会の発見

• 新事業の構想及び仮説の立案・検証
サイクルの高速化

• 精緻な計画の立案力

• 社内・業界内での関係ステークホルダー調整力

• 標準化によるオペレーション改善力（オペレーショナルエクセレンス）

東南アジア
の
状況

現地で主に
求められる活

動

日本の大企
業が得意と
する

組織能力

変化が激しく予測困難安定的で予測可能

深化 探索

過去の成功体験によって醸成されたマインドセットや慣習、
成功を支えた様々な制度が足かせに

大きな変化なし

変化

変化

過去 現在

成功要因 阻害要因



Copyright © 2022 JETRO. All rights reserved. 8

（参考）アジアのローカルスタッフによる日本人マネジメントの評価

◆ 実際に現地法人における日本人のトップ・ミドルマネジメントは「深化」的な能力が評価されているが
、「探索」的な能力は評価されていない。

出所）「グローバル・マネジャーの育成と評価」（2014, 白木三秀編著）より作成

• 責任感が強い

• 顧客を大事にしている

• 規則を尊重し、適切に行動する

• 目標達成志向が強い

• 他部門の悪口を言わない

• オペレーショナルエクセレン
スを支えるマインドセット/行
動ができている

• 現地の商慣行をよく理解している

• 現地の文化や風俗習慣を理解している

• 現地語を熱心に勉強している

• 上の人が間違っていたらはっきり指摘する

日系企業のアジア（中国、ASEAN、インド）現地法人のローカルスタッフ
から日本人マネジメントへの評価に関するアンケート調査結果*1

評価が
高い
項目
（例）

*1) 日系企業の現地法人で働く現地スタッフ2,182人（中国1,100人、ASEAN926人、インド156人）へのアンケート調査

評価が
低い
項目
（例）

• 現地での新事業創出に必
要なマインドセット/行動が
足りない
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東南アジアにおける新事業創出の成功事例に見る日本企業の可能性

◆ 日本企業は「探索」の組織能力を獲得し、強みである「深化」の組織能力と掛け合わせることで、東
南アジアでの新事業を成功させる可能性が十分にある。

出所）インタビューより作成

オムロン
ヘルスケア

• 自社製品とシナジーが期待で
きるスタートアップとの提携に
よるデジタル遠隔医療サービ
スの共創

業種 「深化」活動 「探索」活動 成果

ダイキン
工業

サントリー
食品インター
ナショナル

• 世界でトップシェアを
誇る高品質な血圧計
の製造

• 短期間で新サービス
をリリースし、計画を
上回る売上実績を達
成

• 現地マーケットに精通した
優秀な現地人材を海外拠点
のトップとし、素早い経営意
思決定による新市場開拓

• 高品質エアコンの製造

• 専業ディーラーとの
提携による販売網
構築のノウハウ体系化

• 東南アジア各国で
トップシェアを達成

• 日本の健康志向の消
費者に向けたお茶の
開発/製造技術を
向上

• 新商品のヒット（現地
のお茶飲料市場で
売上No.1）

• 現地のグローバル企業との
合弁と現地人材の活用等に
より、現地の市場開拓/流通
戦略に関するノウハウを学習
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東南アジア市場における成功の意義

低所得国 中所得国 高所得国

◆ 東南アジアでの新事業創出に向けた取組みは、この先、日本企業がその他アジア新興国で勝ち抜
けるかどうかの試金石。

*1: アジア諸国のうち、GDP500億US$未満の国は除外
*2: 所得分類はWorld Bankの定義（2021年7月1日更新）に基づく。High Incomeを高所得国、Upper-middle incomeを中所得国、Lower middle, Low incomeを低所得国と定義
出所) World Bankより作成

アジア諸国の国別成熟度*1
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• 大部分のアジア諸国が低所得
国に分布する。一方で、一人当
たりGDP成長率は高く、現在の
ASEAN主要国と同等の水準に
なることが見込まれる。

日系企業のその他アジア新興国への展開事例

ユニクロ

ダイキン
工業

• 2009年のシンガポールへの展開を皮切
りにASEAN主要6ヵ国への展開

➢当該エリアの売上は堅調に推移A
S

E
A

N

周
辺
国

A
S

E
A

N

周
辺
国

• 2019年にインドのニューデリーに大規模
な第一号店舗を開店

➢過去のバングラデシュで失敗した経
験を基に製品のローカライズを実施

• 1982年のタイへの展開を皮切りに
ASEAN主要6ヵ国へ展開

➢市場シェア首位を獲得

• 2014年にインドの空調機販売へ参入

➢翌年の2015年からで市場シェア
首位を獲得
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（参考）本調査で定義する新事業の範囲

既存製品・サービス 新規製品・サービス

既存顧客

新規顧客 顧客または製品・サービスが新しい場合新事業と捉える

ビジネスの実現方法が
新しい場合、新事業と捉える

◆ 本調査では、新事業を広く捉えている。

• データを活用して既存事業の営業プロセスを効率化

• 今まで実施していなかった買収・提携により事業拡大

【具体例】
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分析アプローチ

◆ 30社以上の企業へのインタビュー結果から共通的な成功要因/失敗要因を抽出・整理。

各社事例
（インタビュー結果）

東南アジアにおける
新事業成功に向けた要諦

30社以上の企業に対し、東南ア

ジアにおける新事業創出の取組
みに関してインタビューを実施

共通的な成功要因/

失敗要因を抽出し、
一般化

一般解

各社の固有解
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本調査のインタビューのご協力いただいた企業様

業界 企業名（五十音順） 業界 企業名（五十音順）

機械・
電気製品

一般消費
財

素材加工
品

製薬

システム開
発

小売

金融

商社

建設関連

スポーツ

• オムロンヘルスケア*1

• 島津製作所

• ダイキン工業*1

• デンソー

• 日立製作所*1

• 村田製作所*1

• アサヒグループホールディングス*1

• サントリー食品インターナショナル*1

• ヤクルト本社

• ユニ・チャーム*1

• LIXIL *1

• 参天製薬

• クオリカ

• 日本電気

• イオン

• 大創産業

• パン・パシフィック・インターナショナ
ルホールディングス*1

• MS&ADインシュアランスグループ
ホールディングス*1

• 三菱UFJフィナンシャルグループ*1

• 伊藤忠商事

• 双日*1

• 三井物産*1

• 大林組

• 鹿島建設

• 日本工営

• 日本プロサッカーリーグ*1

*1) 当概要版レポートにおける事例収録企業。その他の企業事例については、詳細版レポート（JETROウェブサイトに掲載予定）参照。
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組織能力の変革に求められる要件

◆ 自律的かつ機能横断的な現地チームの組成・運営及び本社CEOのコミットメントが必要。

組織能力の変革
（「探索」の組織能力の獲得）

本社CEOの
コミットメント

自律的かつ機能横断的な
現地チームの組成・運営

8つの要諦
次頁
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要諦の全体像

本社（日本）

経営陣

海外拠点（現地）

適切なリーダーの
選任及び権限委譲

十分なリソース配分

海外拠点での
「知」の生成

構想 テスト・実用化 スケーリング

組織 人材 制度

新事業創出活動
を支える基盤構築

2

3

5
8

監督機関

実効的な
モニタリング

4
適切な

経営メンバーの選任

7
MVV・戦略の
共創と浸透

1
本社/海外拠点の
「知」の共有

6

• 本社と海外拠点間の関係性の観点で要諦を８つに整理。
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各要諦のポイント（1/4）

MVV・戦略の共創と浸透

1

• 従業員の共感・腹落ちを伴うMVVの
浸透

• 地域のビジョン・戦略を双方向的に
話し合い、共創

• 海外拠点（または買収先）の企業文
化・価値観を理解・尊重

適切なリーダーの選任及び権限委譲

2

• 既成概念・慣習に捉われない判断が
でき、最後までやり切るリーダー

• 有能な現地人材をリーダーとし、「経
営の現地化」を図る

• 十分に権限委譲し、範囲と内容も明
確にする
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各要諦のポイント（2/4）

十分なリソース配分
3

実効的なモニタリング
4

• モニタリング指標の共創及び無駄な
報告業務の削減

• 合理的な基準に基づいた事業判断
を行い、きちんと決断する

• 経営層の直接的な関与とサポート

• 既存事業のリソースとは明確に分離
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各要諦のポイント（3/4）

海外拠点での「知」の生成
5

本社/海外拠点の「知」の共有
6

• 本社/海外拠点の知見・ノウハウ、勝
ちパターンなどを横展開

• 現地から事業機会を発信し、本社は
これを受け止め次のアクションへ

• 現地で得られた知見・ノウハウなど
の暗黙知を見える化・蓄積

• 失敗時は、戦犯探しはせず、学んだ
教訓を次に活かす
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各要諦のポイント（4/4）

適切な経営メンバーの選任
7

新事業創出活動を支える基盤構築
8

• 新事業創出を推進する組織は、
既存組織から分離

• アジア新興国での新事業創出に理
解のある人を経営メンバーに 組

織

人
材

制
度

• 本社と海外拠点間の調整役を
配置

• 現地をよく理解する人材を育成

• 現地に適した人事等制度の整
備と現地人材への権限委譲

• 十分な長さの赴任期間の設定
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自社の固有解の導出

各社事例
（インタビュー結果）

東南アジアにおける
新事業成功に向けた要諦

一般解

各社の固有解

要諦を自社に適用して
得られた具体的アクション

自社の状況

抽象

具体
自社の固有解

一般解をそのまま
自社の固有解とする

成功した他社の固有解を
そのまま自社の固有解とする

本質を見極め、自社の状況を踏
まえた優先順位付け/具体的アク
ションの導出
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目次

1. 背景・目的

2. 分析アプローチ等

3. 東南アジアにおける新事業成功に向けた要諦

4. 企業事例

• 当概要版レポートには企業事例の一部を掲載。

• その他の企業事例については、詳細版レポート（JETROウェブサイトに掲載予定）参照。
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概要版レポート企業事例一覧

機械・
電気製品

一般消費財

素材加工品

小売

金融

商社

スポーツ

① オムロンヘルスケア

② ダイキン工業

③ 日立製作所

④ 村田製作所

⑤ アサヒグループホールディングス

⑥ サントリー食品インターナショナル

⑦ ユニ・チャーム

⑧ LIXIL

⑨ パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス

⑩ MS&ADインシュアランスグループホールディングス

⑪ 三菱UFJフィナンシャルグループ

⑫ 双日

⑬ 三井物産

⑭ 日本プロサッカーリーグ

業界 企業名（五十音順）
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事例①｜オムロンヘルスケア

現場側に
おける

ビジョン・戦略
の浸透

CVCを通した
スタートアップ
との提携の
迅速化

本社側による
サポート

海外事業の概要 成功要因

新
事
業
創
出
活
動
を

支
え
る
基
盤
構
築

8

十
分
な

リ
ソ
ー
ス
配
分

3

関連する要諦

• 脳・心血疾患の発症をなくすという
「ゼロイベント」をビジョンとして明確
に掲げ、インドにおける遠隔診療
サービスがそのための手段であるこ
とを現場側に丁寧に落とし込んだ

• グループ内のCVCであるオムロンベ
ンチャーズが、現場側によるスタート
アップへの出資・提携を素早い意思
決定やテクニカルな助言などで支援

• 現場側主体で主体的に事業を進め
ていくにあたり、本社側がデータ連
携などの技術的な面、資金的な面な
どでサポートを十分に提供

• 過去10年間において、ヘ
ルスケア事業を注力する
事業領域として位置づけ、
主力商品である血圧計を
中心として成長を牽引

• 北米、南米、欧州、アジ
ア新興国などに19の海外
営業拠点を有し、海外売
上比率は約75%に及ぶ

• 2015年から脳・心血疾患
の発症をなくすことをビ
ジョンとして、インドなどで
血圧計や遠隔診療サー
ビスの普及に取り組んで
いる

M
V

V

・戦
略
の

共
創
と
浸
透

1

出所）インタビューより作成
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事例②｜ダイキン工業

日本での
勝ちパターンを

横展開

有能な
現地企業トップ
の選任及び
本社との連携

開発・生産等
機能の現地化

本
社/

海
外
拠
点
の

「知
」の
共
有

6

概要 成功要因

適
切
な
リ
ー
ダ
ー
の

選
任
及
び
権
限
委
譲

2

M
V

V

・戦
略
の

共
創
と
浸
透

1

適
切
な
リ
ー
ダ
ー
の

選
任
及
び
権
限
委
譲

2

関連する要諦

• 空調専門ディーラーとの提携による
自前の販売ネットワーク構築という
勝ちパターンをインドでも展開し、差
別化を実現

• 現地業界に精通し有能なインド人を
現地企業トップに選任

• 本社にアジア新興国での事業に理解
のある役員がおり、現地トップとの
信頼関係に基づいて地域戦略を共創

• 市場の近くで顧客のニーズを吸収し、
現地人材が主体となって製品を開
発・生産し、販売できるように現地に
権限委譲（機能の現地化）

• 1994年に経営トップから
グローバル化に向けた大
号令の下、海外展開を本
格化

• インドでは、2009年にイン
ド人を現地トップにし、主
力工場を中心とした再ス
タートを機に成長

• 2011年に家庭用市場に
参入して以降、売上高は
6年で2倍に。約20％の
トップシェアを誇る

• 直近では市場環境の変
化を受けて、データを活
用した空調ソリューション
事業にフォーカス

出所）インタビューより作成
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事例③｜日立製作所

本社事業部と
地域統括拠点

の連携

アジア事業の概要 成功要因 関連する要諦

• 本社の各事業部が新事業の構想段
階からしっかりとコミット

• 本社事業部のメンバーが現地に出
向して地域統括拠点のメンバーと
スムーズな連携を実現

• ASEAN主要国において
日立グループの事業を
全方位的に展開

• 特にOT×ITの強みを活
かした顧客の課題解決を
目指す（社会イノベーショ
ン事業への注力）

• 1989年に設立した日立ア
ジアが地域統括拠点とし
て、各事業部のASEAN
事業展開をサポートする
と同時に地域発のイン
キュベーションも推進

• ベトナムでの金融サービ
スの電子化支援は代表
的な取組みの一つ

地域統括拠点
によるノウハウ
の吸収・共有

• 地域統括拠点は、現地法人の事業
推進上の困難や障害に対する対応
といった経験をノウハウとして吸い
上げ蓄積し、他地域に共有

本
社/

海
外
拠
点
の

「
知
」
の
共
有

6

本社による
実効的な事業
モニタリング

• 新事業の進捗が困難な状況に直面
した時、多角的な事業判断を本社側、
現地側一体となり推進

• 現地からのオフィシャルな報告は最
小限にとどめ、本質的な業務に集中

実
効
的
な

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

4

新
事
業
創
出
活
動
を

支
え
る
基
盤
構
築

8

出所）インタビューより作成
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事例④｜村田製作所

新事業創出を
推進する専門
組織の組成

アジア事業の概要 成功要因 関連する要諦

• シンガポールの地域統括拠点のリー
ダーの提案により、探索活動を専門
的に行うチームを既存の組織から独
立して新しく組成・運営

• 東南アジアでは、ASEAN
主要国の現地法人でコン
ポーネントやモジュール
などの主力製品の生産・
販売を実施

• 一方で新規事業開発を
専門的に行うチームを組
成し、多くの領域で新事
業創出活動に取り組む

• 例えば、インドネシアにお
けるトラフィックデータ関
連事業やシンガポールに
おけるエネルギー関連事
業など、新事業に数多く
挑戦

失敗を
許容する
企業文化

• 失敗を許容する文化を有し、失敗か
ら学びを得ることを重視し、たくさん
のトライできる環境を整備

• スモールサクセスを積み重ねる方針
の明確化

海
外
拠
点
で
の
「知
」

の
生
成

5

権限範囲の
明確化による
意思決定の
迅速化

• 探索活動のスピードを上げるため、
職位ごとに意思決定できる金額や範
囲を設定し、新事業参入に関する意
思決定を迅速化

適
切
な
リ
ー
ダ
ー
の

選
任
及
び
権
限
委
譲

2

新
事
業
創
出
活
動
を

支
え
る
基
盤
構
築

8

出所）インタビューより作成
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事例⑤｜アサヒグループホールディングス

現地の
買収先企業の
信頼獲得

アジア事業の概要 成功要因 関連する要諦

• 現地企業を買収した際に、ローカル
マーケットに対する本気度を示し、対
等な立場・目線で話をすることで、優
秀な現地人材が留まった

• 2011年にマレーシアの清
涼飲料市場における現
地大手ペルマニスを買収
し、マレーシア飲料市場
に参入

• 2014年にEtikaより東南ア
ジアにおける乳製品関連
事業を買収し、東南アジ
ア飲料事業の基盤強化

• その後、マレーシアで
WONDAブランドを展開、
市場シェア20％まで成長

• マレーシア事業の成功ノ
ウハウを他地域に横展
開するため、2019年に地
域統括拠点を設立

本社と現地間
の適切な
役割分担

• セールス・マーケティングの活動は
現地に権限委譲し、ブランド管理の
観点からの商品開発は本社がコント
ロール

現地人材との
連携、活躍

• 現地人材と日本の開発チームの連
携により現地のコーヒー嗜好に合う
フレーバーを実現

• 現地人材に活躍の場を与え、現地
チーム主導によるマーケティン活動
が成功

適
切
な
リ
ー
ダ
ー
の

選
任
及
び
権
限
委
譲

2

新
事
業
創
出
活
動
を

支
え
る
基
盤
構
築

8

M
V

V

・戦
略
の

共
創
と
浸
透

1

出所）インタビューより作成
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事例⑥｜サントリー食品インターナショナル

ペプシコの
知見・ノウハウ
を徹底吸収

成功モデルの
横展開

失敗を
恐れない
企業文化

概要 成功要因

M
V

V

・戦
略
の

共
創
と
浸
透

1

関連する要諦

• ペプシコベトナムの有能な経営トッ
プを迎え入れ、現地の市場開拓/流
通戦略に関する知見・ノウハウを徹
底的に学習

• 成功モデルを他地域に横展開する
ための全社的な仕組みを作り、経験
豊富な人材を現地に派遣・支援する
ことで成功モデルを移植

• 「やってみなはれ」という価値観が現
地従業員含めて浸透しており、失敗
を責めず、チャレンジし続けることが
できた

• アジア新興国を成長地域
と位置づけ、2010年以降
同地域にフォーカス

• 2011年に地域統括拠点
を立ち上げ、ASEAN各国
の現地法人を統括し、現
地の企業との戦略的
M&Aを推進

• ベトナムでのペプシコベト
ナムとの合弁を機に、ペ
プシコの人材や経営基盤
を活用し、TEA+ブランド
のヒットなど、売上成長を
実現

• 成功モデルを他地域に
横展開する取組み加速

適
海
外
拠
点
で
の

「知
」の
生
成

5
適
切
な
リ
ー
ダ
ー
の

選
任
及
び
権
限
委
譲

2

本
社/

海
外
拠
点
の

「知
」の
共
有

6

出所）インタビューより作成
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事例⑦｜ユニ・チャーム

エース級の
人材を

現地リーダー
として派遣

十
分
な

リ
ソ
ー
ス
配
分

3

アジア事業の概要 成功要因 関連する要諦

• 執行役員クラスのエースを惜しみな
く現地に送り、現地でのコミュニテー
ション・マーケット開拓を一任

• 結果、現地の消費者のニーズ合わ
せた商品の開発等が可能に

• 国内市場の成熟化に備
えて、1990年代にアジア
を中心に海外進出を進
めた

• 2001年から、新興国を中
心とする海外展開を加速
し、2001年時点で約1割
だった海外売上高比率
は現在6割までに成長

• アジア地域を最重点地域
と位置付け、アジア各国
において多くのトップシェ
アの商品を有する

適
切
な
リ
ー
ダ
ー
の

選
任
及
び
権
限
委
譲

2

現地を担う
リーダー人材
の育成

• 「共振の経営」という独自のビジネス
モデルを推進できるリーダーを育成
するための要件を定め、人材育成を
徹底（現地でのトレーニングプログラ
ムなど）

新
事
業
創
出
活
動
を

支
え
る
基
盤
構
築

8

「ユニ・チャー
ムウェイ」
という型の
横展開

• 執行役員クラスのリーダーが旗振り
役となり、ユニ・チャーム語録などを
使って、ユニ・チャーム経営の定石・
行動原則を現地の社員が理解・駆
使できるようにした

本
社/

海
外
拠
点
の

「知
」の
共
有

6

出所）インタビューより作成
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事例⑧｜LIXIL

現地法人に
対する徹底的
な権限委譲

アジア事業の概要 成功要因 関連する要諦

• 現地のことは現地にいる人材が一
番理解しているという本社の考え方
のもと、ベトナム現地法人に対して
徹底的に権限委譲

• 東南アジア地域では、ベ
トナムとタイの工場で資
材の製造を行い、同地域
及びインドといった成長
市場で販売

• トイレ・洗面事業の東南
アジア展開は大きく三つ
のフェーズに分けられる
（①1996年からのINAX社
のベトナム市場進出の成
功、②2009年のアメリカ
ンスタンダードのアジア
事業の分割・買収による
事業基盤獲得、③2015
年のグローエ買収による
グロバル企業への変化） 現地・現場から

の情報発信

• 1990年代後半当時、ほとんどの日本
企業が中国を進出先として選んだ中、
現地目線での事業機会の情報発信
に従い、どの競合よりも早くベトナム
注目し進出

本
社/

海
外
拠
点
の

「知
」の
共
有

6

十分なリソース
の配分

• 本社は、現地への設備投資資金の
提供、優秀な技術者の派遣など、リ
ソースも惜しみなく提供

適
切
な
リ
ー
ダ
ー
の

選
任
及
び
権
限
委
譲

2

十
分
な

リ
ソ
ー
ス
配
分

3

出所）インタビューより作成
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事例⑨｜パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス

既存の考え方
に捉われない
経営トップの

決断

アジア事業の概要 成功要因 関連する要諦

• 経営トップが、日本の「ドン・キホー
テ」などのディスカウントビジネスの
成功体験にとらわれず、現地におけ
る日本食材・商品普及の可能性を
見抜き、果敢に意思決定

• 海外では、シンガポール、
タイ、香港、マレーシア、
台湾、マカオなどのアジ
ア地域と米国に進出

• 2017年にシンガポールに
おいて新業態「DON 
DON DONKI」の1号店を
オープンした後、順調に
店舗数を拡張（現在は30
店舗を運営）

• 新中長期経営計画では、
海外事業での売上高1兆
円体制を目指すべく、独
自のジャパンブランド・ス
ペシャリティストア業態の
構築・拡大を掲げる

ローカル人材
の積極的な
活用

• 店長に現地人材を登用

• 現場に大きく権限委譲し、現地社員
はモチベーションが向上、能力発揮

• 今後も海外店舗立ち上げはローカル
人材に任せる方針

現地での成功
のノウハウを
他地域へ
横展開

• 香港で現地人材を店舗運営に登用
し、成功

• 当成功体験から得られた知見・ノウ
ハウを他の地域の店舗立ち上げで
横展開

適
切
な
経
営
メ
ン

バ
ー
の
選
任

7

本
社/

海
外
拠
点
の

「知
」の
共
有

6

新
事
業
創
出
活
動
を

支
え
る
基
盤
構
築

8

出所）インタビューより作成
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事例⑩｜MS&ADインシュアランスグループホールディングス

本社からの
権限委譲及び
サポート

新事業創出
活動を支援す
る組織の新設

現地法人トップ
による変革

十
分
な

リ
ソ
ー
ス
配
分

3

アジア事業の概要 成功要因 関連する要諦

• スタートアップとの実証実験、引き受
けリスクの少ない保険商品などは現
地の判断で素早く実施

• 担当役員の強いコミットにより、新事
業の初期投資額や人員を確保

• 経営トップの強い意志により、デジタ
ライゼーションを活用した新事業創
出を支援するデジタル戦略部を設立

• 当組織の活躍により各現地法人が
連携、スタートアップとの協業を実現

• 現地独自の価値観（change, speed, 

innovation）を設定し、現場に浸透

• アジャイルな商品開発アプローチ導入

• 年功序列に捉われず成果を出した
現地人材を評価・昇格

• 東南アジアでは強固な顧
客基盤のもと、過去10年
間平均成長率7%を達成、
マーケットにおける確固
たるプレゼンスを確立

• さらなる成長に向けて、
「変化するマーケットの成
長捕捉」を含めた改革を
推進

• 具体的には、フィリピン、
インドネシア、シンガポー
ルなどで現地有力財閥
や優良スタートアップと
の協業による新事業創
出に取り組む

適
切
な
リ
ー
ダ
ー
の

選
任
及
び
権
限
委
譲

2

新
事
業
創
出
活
動
を

支
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る
基
盤
構
築

8

適
切
な
リ
ー
ダ
ー
の

選
任
及
び
権
限
委
譲

2
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8

出所）インタビューより作成
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事例⑪｜三菱UFJフィナンシャルグループ

経営層の
リーダーシップ
によるパート
ナーバンクの
基盤構築

十
分
な

リ
ソ
ー
ス
配
分

3

アジア事業の概要 成功要因 関連する要諦

• 経営層と国際事業本部がパートナー
構想を描き、M&A部隊に優秀な人材
を集め、M&Aを自由に進められるよ
うにリソース及び権限を委譲

• 2010年代から、東南アジ
アの地場有力銀行に出
資し、現地事業とのシナ
ジー創出を目指す「パー
トーバンク」構想を進め、
成長を実現

• 一国での成功事例を他
の地域に横展開するた
めの様々な取組みを推
進

• 2019年にはCVCを立ち
上げ、スタートアップの発
掘・投資や本体との協業
を促進

• デジタルプラットフォー
マーのGrabとの協業によ
る新事業創出も目指す

適
切
な
リ
ー
ダ
ー
の

選
任
及
び
権
限
委
譲

2

探索活動を
推進する組織
（CVC）の
「分化」

• CVCを組織する際に、CVCの社長が
提示した条件（①少人数による投資
意思決定プロセス、②独自のインセ
ンティブ体系の採用）を受け入れ、既
存の既存組織とは完全に分化

新
事
業
創
出
活
動
を

支
え
る
基
盤
構
築

8

果敢な
投資意思決定

判断

• Grabとの提携案件について、担当役
員はその重要性を主張し、幾度とな
い社内協議の中で関係役員を説得

• 最終的には社長と担当役員のリー
ダーシップにより出資を決定

適
切
な
経
営
メ
ン

バ
ー
の
選
任

7

出所）インタビューより作成
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事例⑫｜双日

特命チームに
よる連携推進

アジア事業の概要 成功要因 関連する要諦

• ビナミルク社との提携実行のスピー
ドを上げるために、部門横断で5名
から成る特命チームを組成

• 社長の強いリーダーシップにより、
各事業部から優秀な人材を指名

• 東南アジアでは古くから
肥料事業を皮切りとして
進出し、様々な事業を展
開

• 食品リテール事業では、
バリューチェーンを抑える
エコシステムの構築を目
指す

• 食料・アグリビジネスでは、
肥料事業を含む農業関
連事業に参入し、直近で
はテック系のスタートアッ
プとの提携なども推進

• 2021年にはベトナム乳牛
メーカー最大手のビナミ
ルクとの提携を実現し、
着実に新事業を推進中

「スピード感」を
大事にする
文化の浸透

• スピード感をもって新しいことに取り
組むという価値観を大事にし、現場
の日ごろのOJTなどを通して組織の
血肉として浸透

M
V

V

・戦
略
の

共
創
と
浸
透

1

現地チームに
対する本社
からの様々な
サポート

• 本社経営企画部との定例会議で社
内における無駄な詰まりの有無を確
認し、必要に応じて社長・副社長の
サポートにより解消

• 社長直轄のチームという位置づけ

新
事
業
創
出
活
動
を

支
え
る
基
盤
構
築

8

十
分
な

リ
ソ
ー
ス
配
分

3

出所）インタビューより作成
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事例⑬｜三井物産

海外拠点と
本社間の

ビジョンの共創

新事業を推進
する専門組織
の設立・運用

経営層の強い
コミットによる
リソース確保

本
社/

海
外
拠
点
の

「知
」の
共
有

6

アジア事業の概要 成功要因

新
事
業
創
出
活
動
を

支
え
る
基
盤
構
築

8

十
分
な

リ
ソ
ー
ス
配
分

3

関連する要諦

• 地域本部が東南アジアにおける消
費者事業の可能性を継続的に発信

• 本社と地域本部間で消費者エコシス
テムを構築するという方向性が共有
され、本社経営層がサポート提供

• 消費者エコシステム事業を推進する
ため、事業本部横断の専門組織を
設立

• 当組織が中心となり、新しい消費者
事業の開発を推進中

• 現地財閥との提携に向けてリソース
確保が課題だったが、当案件をフ
ラッグシップと位置づけた経営層の
強いコミットメントにより、必要なリ
ソースを確保

• 1960年代からアジアで資
源エネルギー、インフラ
事業を展開

• 2010年以降は、アジアの
消費者に焦点を当てた
事業を展開し、中期経営
計画でアジアを戦略的な
フォーカス領域と設定

• 2011年にはマレーシアの
病院大手IHHに出資、成
長を支援。2018年に筆頭
株主となる

• 消費者エコシステムの構
築を目指すため、現地企
業とのパートナーシップ
を進める

M
V

V

・戦
略
の

共
創
と
浸
透

1

出所）インタビューより作成
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事例⑭｜日本プロサッカーリーグ

チャレンジの
奨励及び
権限委譲

アジア事業の概要 成功要因 関連する要諦

• 現場が想いを持ち企画する事業へ
のチャレンジを奨励する組織風土

• 現場の責任者がアジア事業の重要
性を訴えたところ、役員は快く承認、
権限を十分に委譲

• 2000年代後半の日本の
人口減少と高齢化による
地域経済の縮小という問
題意識のもと、当課題へ
の対応のために、アジア
地域に着目

• 2012年には「アジア戦略
室」を立ち上げ、アジア事
業開発のプロジェクトを
本格化

• 特に、タイではスター選
手の活躍もあり、大きな
成功を収めており、当モ
デルを横展開するために
取組みを推進中

プロジェクト
チームによる
自律的な
事業推進

• 上記のようにチャレンジを奨励、権
限を委譲し、失敗を許容する文化が
あり、プロジェクトチームは自ら一定
範囲において事業判断・意思決定を
しながら主体的に事業を推進

チャレンジした
結果としての
失敗は良しと
する文化

• 失敗やミスから学びを気軽に共有す
る文化が浸透

• 失敗しても再度チャレンジする機会
を提供
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出所）インタビューより作成
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